
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

百万円(年)

検討中 ●
概要：官民連携による包括委
託導入の検討に併せた共同で
の包括委託等による広域化

平成28年３月から検討会を実施し、令和６年度は県西地域に
おける検討会と共同開催した。

実施予定 年 月 日

実施済

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

検討中 ●

県西２市８町での検討について
は、官民連携による包括委託
の導入の検討に併せた共同で
の包括委託などによる広域化
等を検討し、湯河原町との広域
化については、将来的な広域
化に向けて、事務事業の共通
化及び施設管理の共同化の検
討を行う。

県西２市８町での検討は、平成28年３月から検討会を実施し令
和６年度は県央地域における検討会と共同開催した。引き続き
令和７年度も検討していきたいと考えている。湯河原町との検
討は、神奈川県の広域化のモデル事業に抽出され、将来推計
に協力した経緯を踏まえ、両町の話し合いについては引き続き
行っていきたい。

年 月 日

百万円(年)

施設管理の
共同化

管理の一体化

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

取組事項 （水道事業）広域化等

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

● ●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

真鶴町 水道事業 ― ―

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等におけ
る中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　当町の下水道事業は、収入の多くを一般会計からの負担金収入により賄っており、健全経営が実現できているとは言
えない状況ではありますが、使用料が県下でも高い水準にある上、審議会において料金水準を現状維持とする答申を得
ており、料金改定も困難であることから、当面の間、管渠について新たな面整備を行わないことにより、支出面を抑え、既
に供用が開始されている区域において接続勧奨をすすめ、接続率の向上を促すことにより収入を増やす方針としており
ます。
　一方で、職員の不足等、町営で事業を施行することに限界を感じておりますが、当町の事業区域における地理的特性
や、接続率をはじめとした事業規模を踏まえると、採算性等の理由から民間事業者にとってのメリットが薄く、官民連携全
般について実現性に乏しいと考えており、当面の間は現行の経営体制・手法を継続する予定です。
　なお、当町においては令和６年度に下水道事業経営戦略の見直しを行い、令和７年度において新たな下水道事業経営
戦略の策定を予定しております。

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

真鶴町 下水道事業 公共下水道

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

検討中

年 月 日

百万円(年)

効果額未算定

令和

 ●
2 4 1

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 ●

・当町が地域福祉計画に掲げる『家
に住むのではなく「まち」に住む』を
実現するため、診療所、訪問看護
ステーション及び看護小規模多機
能型居宅介護施設を指定管理制
度で運営している。
・当町には各種介護事業所自体が
少ないことにより、高齢化率が高く
独居や高齢者のみの世帯が多い
当町において、介護度や医療依存
度が高くなっても、住み慣れた自宅
や地域で生活の継続を住民が望め
るように、医療系の介護サービスを
を指定管理制度で運営することに
より、上記計画の実現と入院費や
施設サービス費の抑制につなげる
ことを目的としている。

代行制 利用料金制

実施予定

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人
への移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

真鶴町 介護サービス事業 指定訪問看護ステーション 真鶴町訪問看護ステーション

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


